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1. はじめに 
 本年報の編集委員長である加藤淳一先生（商学部）から「長年の教職課程へのご貢献を論文
あるいは報告として総括」して欲しいとの依頼がありました。「わたし個人は論文や報告を書
けるほど貢献はできていません。過去 4年間の委員長在任期間を振り返り、短い文章でまとめ
ることは可能かも分かりませんが、少し考えさせてください」という返事をさし上げました。
それに対して加藤先生から「文字で残しておくことで、これから判断に迷ったときに皆さんも
参照できると思います」との、大変ありがたい返事を頂戴しました。加藤先生の言葉に励まさ
れ、本稿をまとめる決心をしました。本稿が、今後の教職課程の運営に少しでもお役に立てる
のであれば、これ以上の喜びはありません。 
本稿の目的は、教職課程委員長として在任した 2期 4年間（2015年度〜2018年度）の経験を
中心に、その折々に感じたことや考えたことを回想し、随筆的に書き残すことです。本稿では、
まず、教職課程との関わりを簡単に紹介し、委員長就任時に行った教職員と学生を対象とした
意識改革を振り返ります。そのうえで、教職協同や学習支援の在り方について言及し、最後に
今後解決すべき課題について私見を述べます。 
本論に入る前に、私の背景と視点を簡単に紹介します。専門は心理学です。本学では「教育
心理学」を中心に担当しています。私が依拠している理論は 3 つあります。Bandura の社会的
認知理論（Bandura, 1986）、Sorrentinoらの不確定志向性理論（Sorrentino & Rony, 2000）、
Johnsonらの社会的相互依存理論（Johnson & Johnson, 2005）です。これらはいずれも社会に
おける人間行動の理解に役立つ理論です。これらの理論に基づく教育改革や授業づくりについ
て理論的・実践的に検討しています。特に「協同」を中核とした個と集団の関係を検討するこ
とで、すべての人が平和で幸せに暮らせる人間尊重社会の実現に一歩でも近づきたいと考えて
います（安永, 2019a; 安永・須藤, 2018）。 
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この研究活動を通して創り上げた私なりの人間観、組織観、教育観に基づく実践として、教
職課程の運営に取り組みました。その時々に応じて最善の判断を行ったという自負はあります。
しかし、組織論の専門家や組織運営のプロからみれば、素人の謗りを免れないことも事実です。
実際、良かれと思った対応が大混乱を招いたこともありました。その都度、組織を預かること
の難しさと、自分の非力さを痛感しました。以下に述べる内容は、このような背景と視点が前
提となっています。 
 
2．教職課程委員長・就任前夜 
 
(1) 教職課程との長い関わり 
 久留米大学教職課程は文系 5学部にまたがる組織です。教職課程委員会が運営に責任を持
っています。ただし、実質的な運営は、教職課程運営委員会（以後、運営委員会と略す）に
任されています。この運営委員会は、現在、文系 5学部（文学部・法学部・経済学部・商学
部・人間健康学部）と事務部から委員が選出されています。 
私が久留米大学に赴任したのが 1987年 4月です。既に、在籍年数が 30 年を超えました。
赴任当初から教職教養科目を担当したこともあり、カナダでの在外研修に出かけた 2000 年
1 月までの 13 年間あまり、運営委員会のメンバーとして教職課程の運営に直接に関わって
きました。この間、一緒に活動した教職員や学生の皆さんと、教職課程の文化を共に創って
いるという実感がありました。例えば、教育実習の指導を思い出します。当時、教育実習の
指導はゼミ形式で行われていました。私も毎年 15 名程度の学生を担当していたと記憶して
います。ゼミでの運営は基本的に担当教員に任されていましたが、活動内容については教員
間で意見交換していたことを思い出します。学生との交流も密で、いまでも連絡を取り合っ
ている卒業生もいます。活動記録としてゼミごとに作成していた冊子の一部はいまでも手元
に残っています。当時もいろいろと問題があったはずですが、思い出せるのはよい思い出ば
かりです。 
在外研究から帰国した 2001 年度以降、運営委員会のメンバーから外れました。教職教養
科目は担当していたものの、教職課程の運営に直接関与することはありませんでした。その
私が、諸般の事情により、2013年度から運営委員として、再び教職課程の運営に参加するよ
うになりました。 
 
(2) 教職課程に山積する課題 
運営委員会に復帰したときは、まさに「浦島太郎」状態でした。12年あまりのブランクが
ありましたので、運営委員会の雰囲気は、私の記憶とは大きく様変わりしていました。長い
時間がたち、運営委員会に関与する教職員の大半が入れ替わっていましたので変化は当然で
す。少々の変化には驚きません。ただ、運営委員会の運営方法と委員会の雰囲気には、正直
戸惑いました。 
戸惑いの原因は、一言で表せば、ピラミッド型・トップダウン型の運営方法にあったとい
えます。少数の中心メンバーの発言によって議事が進行します。他のメンバーはほとんど発
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言せず、無言でいることで「反対しない」意志を示すといった状況でした。私が提唱してい
る「協同の精神」すなわち「心と力をあわせて事に当たる」という雰囲気は、残念ながら感
じ取ることはできませんでした。そこではまさに、運営委員の間に上下関係が確立し、上意
下達型の運営がなされていました。組織の目的を達成するために参加者全員が主体的に関与
し、対等な関係で共に事に当たるという、私が志向する協同によるフラット型の組織運営と
は相容れない方法であり、唖然としたことを思い出します。その最たるものは、運営委員会
の議事録さえ十分には整備されていなかったという事実です。委員長の自由裁量が幅をきか
せ、運営委員会が形骸化していました。少なくとも私にはそのように映りました。 
 その結果、当然ながら、私が委員長に就任した 2015 年当時の教職課程は課題が山積して
いました。上記の状態で、組織の運営が上手くいくはずがありません。まず注目すべきこと
は、その数年前、教職課程が文学部中心の運営から学部横断的な組織に改編されました。そ
れは、通信教育による小学校コースと幼稚園コースの開設や、議論が活発化していた新学部
構想の議論が契機になったと考えられます。制度上、組織の位置づけは変わりましたが、上
述の運営委員会の実態は何ら変わることはありませんでした。 
加えて、九州地区私立大学教職課程研究連絡協議会（以後、九教協と略す）および全国私
立大学教職課程協会（以後、全私教協と略す）の当番校を、2016年から 2年間、久留米大学
が担当することは早くから分かっていました。にもかかわらず、それに向けての事前準備は
一部の事務職員に任されており、組織としての対応は遅れていました。さらには、文部科学
省による教職課程の再課程認定が動き出そうとする時期とも重なっていました。教職課程を
取り巻く状況が大きく変わっているにもかかわらず、教職課程の運営は旧態依然としていま
した。 
このような状況で、最終的に被害を受けるのは教職課程で学ぶ学生達です。教職課程とし
ての明確な教育目的が示されず、教職課程を担当する教員間の意思疎通も十分でない状況で、
一人ひとりの教員が努力を重ねても限界があります。このような状況で学生指導にあたって
いれば、指導内容と指導方法は必然的に硬直化し、学生の変化に対応できません。当然のよ
うに指導内容と指導方法に対する学生の不平不満は高まり、爆発寸前といった様相を呈して
いました。 
 
3．共通認識の醸成 
 
 教職課程の委員長に就任したのが 2015 年 4 月でした。前述のように、教職課程は大きな
変革の時期を迎えていたにもかかわらず、残念ながら、組織として十分に機能しているとは
言えない状況でした。この組織を立て直すには、教職課程に直接関与している教職員と学生
の意識をひとつにまとめることが先決であると考えました。組織である限り、そこに参画す
る教職員と学生が同じ目的をもち、その実現に向け、それぞれの立場で為すべきことをしっ
かり行うという意識と、その確実な実行が必要です。そこで私が最初に手がけたのが教職課
程についての共通認識の育成でした。 
その機会として活用したのが「教職課程説明会」でした。この説明会は新年度を迎える際、
学生に対して、教職課程の基本方針や留意事項、さらには履修の方法を、学年別に指導する
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という年中行事です。教職課程に関わる教員も職員
も参加するこの説明会において、教職課程としての
基本方針を述べることは、教職課程全体として共通
認識を醸成するには打って付けの機会であると判
断しました。 
 
(1) スローガンを掲げる 
教職課程委員長への就任を翌月に控えた 2015 年
3 月、2 年生以上の学生を対象とした教職課程説明
会で「教職課程の目的と活動」を明示しました。そ
れまでに明文化された教育目的は教職課程にはあ
りませんでした。そこで、それまでの教育・研究活
動で検討してきた内容に基づき、教職課程にとって
相応しい文言を創作・提案しました。運営委員会で
も意見をいただき、現時点ではスライド１に示した
表現が定着しています。 
教職課程の教育目的は、本稿のタイトルでもある
「現場で活躍できる教師の養成」です。単なる教員
免許取得が目的ではなく、教員採用試験の合格が最
低目標であることを謳っています。この目標を達成
するために、努力する学生に対して、教職課程はで
きる限りの教育・学習支援を行うことを明確に表明
しました。 
そのうえで、現場で活躍できる教師について具体
的なイメージを持ってもらうために、これからの学
校現場で必要とされているアクティブラーニング
（AL）型授業を実践できる教師をあげました（スラ
イド 2）。むろん、教師としてはこれ以外の資質・能
力も必要ですが、その当時もそして今も、教育界で
最も注目を集めている AL を実践できる教師像を意
識的に示しました。そして、現場で活躍できる教師
になるために、教職課程が求める学生像をまとめま
した（スライド 3）。 
 
(2) 教育と指導の規準を共有する 
教職課程の目的が明確になったので、この目的の
達成に向け、教職課程がどのような規準に従って教
育・指導を行うのかを明示しました。 
まず、徹底した厳しい教育・指導を前面に出しま
スライド4 
 
スライド3 
 
スライド2 
 
スライド1 
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した（スライド 4）。教員の採用試験に合格するだけ
ではなく、現場で活躍できる教師の養成をめざして
いますので、当然ながら、厳しい教育・指導が必要
になります。これは真剣に教職を目指した学生だけ
ではなく、教員免許の取得のみを目的とした学生に
対する強い警告のメッセージという意味合いも含
めていました。 
さらには、将来、教職に着いたときのことを考え、
教職課程の教育・指導は、学校現場の規範に準拠す
ることを宣言しました（スライド 5）。その規範を逸
脱したら厳格に対応することも伝えました。 
特に、単位認定は慎重に行うことにしました。単
位を安易に出すことで教職課程全体の士気が下が
ります。ただし、単位が認定されなければ、教員免
許が取得できません。それだけに、教育実習や介護
等体験など、必須科目の単位認定にあたって、担当
教員は大きな責任を負うことになります。そこで、
これら必須単位を認定しない場合は、必要に応じて
教職課程運営委員会において議論し、運営委員会と
しても責任を共有するという方針に改めました（ス
ライド 6）。 
これらの厳しい方針は、私が教職課程委員長に就任する前から、運営委員会では繰り返し
確認されていたことです。しかしながら、教職課程の関係者の間では十分に共有できておら
ず、曖昧な状態になっていました。それを明文化し、関係者全員に周知しました。 
 
4．教職課程での実践 
 
 前述の「教職課程の目的と方法」を定着させるためには、その目的と方法に沿って、教職
課程を実際に運営することが大切になります。そのことが、教職課程全体での共通認識の醸
成にも役立ちます。そこで、教職課程説明会での約束事を実践するために、幾つかの方策を
試みました。 
 
(1) 講師会の活性化 
教職課程においては、学内の関係者のみならず、数多い非常勤講師の先生方も交えた情報
交換の場として、講師会を年 2回、3月と 9月に開催していました。ただ、残念なことに講
師会開催の目的意識が薄れ、形骸化していました。 
そこで 2015 年度以降は、講師会の回数を増やし、前期および後期の試験期間に先立ち講
師会を開催し、単位認定方針を確認し、学生情報の共有を積極的に行うことにしました。つ
まり、「教職課程の目的と方法」で述べた内容について、講師の皆さんにも周知する目的も
スライド5 
 
スライド6 
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含め、関係する内容を説明する簡単な講話を行い、参加者の意見交換を促す方式に変えまし
た。その際、協同学習に基づく AL型授業の模範となる手順を導入し、ALについて体験的に
理解できる機会になることも意図しました。具体的な方法は拙著（安永, 2019a）を参考に
してください。この体験を通して、講師会に FD（Faculty Development）的要素を加えるこ
とも目的としていました。 
また、学生情報を共有することも主な活動目的としました。教職課程で同じ学生を指導し
ていながら、学生情報を共有できていないために、適切な指導が滞り、大きな問題が生じた
ことがありました。学生情報は教員間だけではなく、職員の皆さんとも広く共有することが
肝要です。学生情報の共有の場として講師会を活用しました。 
この計画に基づいて数回、講師会を行い、一定の評価を得ることができました。しかし残
念なことに、教職課程の対外的な業務が増え、予定した内容を予定の回数、実施できません
でした。 
 
(2) 単位認定基準の明確化 
「教職課程の目的と方法」で述べた教育・指導を徹底するためには、指導にあたる教師側
に共通認識をもってもらう必要がありました。そこで、単位認定に直結する正当な理由のな
い欠席と遅刻に対する判断基準を明文化しました。 
 
 
資料 1「遅刻および欠席の取扱」 
 
1. 授業には毎回出席する 
   正当な理由によらない遅刻および欠席は履修の放棄とみなし、不合格とする。 
 
2．正当な理由は下記の通りである 
証明書などを担当者に提出しなければならない。なお、正当な理由かどうか判断に迷う場
合には、必ず事前に担当者に相談し、指示を仰ぐこと。 
病気（法定伝染病含む）  … 診断書 
忌引           … 学生課発行の証明書 
公共交通機関の遅延    … 各交通機関が発行する遅延証明書 
教職課程委員会が認めた各種実習（介護等体験を含） 
              … 教務課発行の欠席届 ※事前に担当者に届け出ること 
注意： a. 就職活動による欠席は正当な理由とはならない。 
 b. 部活動による欠席も基本的には正当な理由とはならない。 
 ただし教職課程運営委員会で認められた場合は正当な理由と見なされる。 
      
3．遅刻・早退も正当な理由がない限り認められない 
  万一、遅刻・早退した場合は、欠席と同様に、正当な理由となる証明書を提出しなければ
ならない。正当な理由のない遅刻・早退は、単位の取得が困難になる。 
 
4．教育的配慮の余地 
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教職課程の単位認定基準は上記のとおりですが、諸般の事情を考慮し、教育的配慮が望ま
れる場合は教務課に相談してください。必要に応じて、教職課程運営委員会で議論し、適切
に対応します。 
 
この文書は教職課程運営委員会で議論した後、教職科目担当の先生方に送付しました。ま
た、講師会に出席した先生方には直接説明をし、ご理解をお願いしました。学生に対しては
先に紹介した「教職課程説明会」で周知徹底すると共に、教職課程開講科目の授業開始時に、
担当の教員から繰り返し、指導することをお願いしました。 
 
(3) 学生主体の学び場「163教室」の確保と支援 
「現場で活躍できる教師の養成」を実現するには正課授業だけでは間に合いません。学生
が正課外の時間にも主体的に学び続けられる環境づくりが大切になります。 
そのために、教職を本気で目指している学生たちが切磋琢磨できる場の確保を第一に考え
ました。紆余曲折はありましたが、通信教育の小学校コースを担当している先生方の指導と、
小学校コースを受講している学生の努力が実り、教職課程運営委員会も後押しする形で、本
館 6階にある「163教室」を「学び場」として確保することができました。 
現在では、教職課程を目指す多くの学生が出入りし、長時間にわたり学び合っています。
上級生が中心となった自主的な学習会も定期的に行われています。その活動内容は本教職課
程年報にも「やきにく通信」として紹介されています。この「163教室」で切磋琢磨してい
る学生の姿は、教職課程でも高く評価されています。彼らの活動は、教員採用試験合格者の
増加という目に見える成果として、如実に表れています。 
「教職課程は真剣に努力する学生を最大限支援する」。これが学生との約束です。有能な
指導者に恵まれ、学び場を確保できたことが「163教室」効果の基盤となっています。教職
課程として今後の学習支援を考える際「163教室」での実績は貴重な財産となります。是非
とも、多くの教職員に「163教室」の効果を知ってもらい、今後の教育改革や学習支援を考
える際に参考にしてもらいたいと切に願っています。 
 
5．教職協同 
 
常日頃、教職協同の必要性を実感しています。ここでは広範囲に使っている「協働」では
なく、あえて「協同」を使います。この協同は、私
の専門でもある「協同教育」の「協同」です。その
意味するところを私は「協同の精神」としてスライ
ド 7のように定義しています。詳細は他の文献に譲
りますが（安永, 2019a, b）、単なる「協働」ではな
く、深い理念と目的をもった「協同」を強調する目
的で「教職協同」を用いています。 
教職課程委員長の在任期間中、教職課程に関わっ
たすべての教職員の皆さんの献身的な努力のおか
スライド7 
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げで、大きな課題をいくつも乗り越えることができました。まさに教職協同の賜です。なか
でも、九教協と全私教協の当番校としての任務を無事に終えたこと、および文部科学省によ
る教職課程の再認定を受けることができたことは、教職協同の成果として特筆に値します。
どちらか一つでも大変な仕事ですが、二つを同時並行で対応し、一定以上の評価を得たこと
は、教職課程に関与する全ての関係者の努力の結果です。まさに、教職協同の真髄を見た気
がします。以下その内容を簡単に紹介します。 
 
(1) 九教協と全私教協の当番校 
九教協の当番校は輪番制です。何年も前から決まっていたことです。しかしながら、私自
身は全く自覚がなく、教職課程の委員長に任命された後、この件を聞かされました。九教協
の会長に、当時の学長の永田見生先生が就任し、私が事務局長とのことでした。さらに驚い
たことは九教協の当番校が全私教協の理事にもなるとのことでした。加えて、全私教協も輪
番制で、副会長は九教協の会長が就任することになっているとのことで、永田先生が全私教
協の副会長となり、私も理事に就任することになりました。 
まず九教協での仕事として、年 4回の運営委員会と春と秋の 2回の大会の運営に関わりま
した。春は当番校が中心となり企画します。2016年 6月の大会はそれまでの慣例に従い、福
岡市内のホテルを会場としましたが、2017年 6月の大会は、久留米市内に新しくできた「久
留米シティプラザ」を会場としました。一方、秋の大会は各県持ち回りで、運営委員会が支
援するという形式で開催されています。2016年 11月は大分市、2017年 11 月は那覇市で大
会をもちました。 
また、全私教協での仕事として、年 3回程度の理事会への出席と、5月の全国大会に参加
しました。全国大会では九教協主催の企画も毎年求められます。2016 年 5 月の大会は京都
で、2017年の大会は東京で開催されました。全私教協に関する仕事として、理事である私は
編集委員会へ配属され、会誌「教師教育研究」の編集にも携わりました。 
これらの活動は決して楽な仕事ではありませんでしたが、教職協同の素晴らしさを実感で
きたことは大きな収穫でした。当然ながら、これらの活動は教員だけではできません。職員
だけでもできません。それぞれが得意とする領域や専門性を基盤に、お互いが信頼感で結ば
れ、協同することによって期待以上の成果を得ることができます。このことは、学内におけ
る諸会議やイベントの企画運営、さらには対外的な折衝や問題解決の場面で特に強く感じま
した。 
加えて、大学という枠を越えた教職協同のあるべき姿を九教協の活動を通して知ることが
できました。九教協に参加しているメンバーは、より望ましい教職課程の実現という大きな
目標を共有しており、その目標達成に向け、大学を越えて協力し合うという文化が根づいて
います。そのような場で、他大学の先生方や職員の皆さんと深く交流できたことは大きな収
穫であったと、同時に大きな喜びでもありました。 
 
(2) 再課程認定の仕事 
九教協の当番校だけでも大変なのに、同時期、文部科学省による再課程認定の仕事に多く
の時間を取られました。再課程認定を主導した文部科学省の姿勢は、必ずしも一貫したもの
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とはいえず、再課程認定を受ける大学側は大いに戸惑ったことを思い出します。全私教協や
九教協の大会においても、再課程認定に関する企画に予想を超える参加者が全国から集まり、
関心の高さと「困り感」の大きさを実感したことを思い出します。 
おかげさまで久留米大学も 2019 年 4 月に再課程認定を得ることができました。これは偏
に担当の事務職員の皆さんの専門的な知識と高度な事務処理能力、そして献身的な努力の成
果と心より感謝しています。職員の皆さんには、教職課程運営委員会の決定に従い、文部科
学省や教育委員会などとの折衝や書類づくりの全てを担当していただきました。信頼してお
願い出来るだけの資質能力を職員の皆さんが持っていることは、共に活動するなかで確認で
きていました。このように有能で信頼できる事務職員の皆さんと共に仕事ができたことは大
きな喜びでした。教職協同についての議論は盛んですが、再課程認定の仕事を通しても、教
職協同の意義と有用性を現場で確認することができました。 
 
6．教職課程の持続的な変化成長に向けて 
 
 ここまで、教職課程委員長として活動した 4年間を振り返り、心に残った出来事を中心に
述べてきました。ここからは少しだけ、教職課程の今後について書き記しておきたいと思い
ます。以下の点は、教職課程委員長を経験して、その必要性を痛感した内容です。 
 
(1) 「教職課程年報」の活性化 
教職課程の多様な活動を記録し、省察し、新たな飛躍の糧とすることを目的に 2017 年に
「久留米大学教職課程年報」を刊行しました。教職課程に関わる教職員が自らの実践や研究
を投稿できる冊子を持つことは、教職課程の発展にとって不可欠な活動です。本年報の内容
を充実することは、とりもなおさず教職課程の充実と連動します。教職課程の活動の鑑とな
ります。本年報の存在を多くの皆さんに知っていただき、関係者の皆さんに積極的に寄稿し
ていただきたいと思います。 
 
(2) 教職課程センターの新設 
 教職課程をさらに充実し、発展させるためには、組織の強化が必要になります。そのため
にも、文部科学省もその設立を要望している「教職課程センター」の設置を求めたいと思い
ます。本稿で紹介した学び場としての「163教室」の例からも推察できるように、組織を充
実し、その成果を高めるためには、組織自体の強化と、組織を運営する者の力量を高めるこ
とが大切です。教職課程センターでは、1年次から学習指導要領を読んだり、学習指導案の
作成に関わる授業科目を導入するなど、系統的かつ体系的なカリキュラムづくりにまず取り
組んでもらいたいと思います。そのうえで、カリキュラムの実効性を高めるために、積極的
に FD活動に取り組むことを期待しています。 
 
(3) ネットワークの拡充 
 教職課程の組織力を高め、より大きな成果をあげるために、ネットワークの拡充を求めた
いと思います。教職課程に関わる教職員のネットワークを拡充し、人と人との直接的な交流
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の場を拡大することが教職課程の地位向上には不可欠です。まだ十分に機能していない講師
会も貴重なネットワークづくりの機会となります。先に紹介した九教協の活動も同じです。
これまで以上に多くの教職員を動員して、大学として積極的に関与することもネットワーク
拡大の貴重な機会となります。幸いにも九教協において久留米大学は一定の評価を得ていま
す。さまざまな機会を通して、実習校や教育委員会、さらには他大学と連携協力することを
期待しています。将来の学校ボランティア、学校インターンシップ、その先にある地域実習
の実現に向けても、避けて通れない活動だと理解しています。 
 
(4) 教職課程の運営方法 
教職課程の運営方法を再度見直す必要性を感じています。一言でいえば、先にも述べたよ
うに、ピラミッド型の運営からフラット型の運営に移行すべきだと思っています。教職協同
の事例からも分かるように、教職課程の運営は、関係する全ての教職員と学生がひとつのチ
ームとして活動すべきだと考えています。各自がチームのメンバーとして、チームの目的を
達成するために、いま為すべきことを考え、真剣に取り組むことが大切になります。「協同
の精神」に基づく運営を常にお願いしたいものです。 
 
(5) 危機対応の整備 
最後に、組織を運営するにあたり、予想もしない出来事（多くの場合、よからぬ出来事）
が起こるものです。残念なことに、つい先日も中部地方にある大学で、単位認定を巡って、
男子学生が准教授にハサミで斬りかかり怪我を負わせるという事件が起こりました。これは
かなり極端な事例と思います。しかし、それに類した事件がいつ何時、教職課程においても
起きる可能性は否定できません。多種多様な学生が入学している現在、指導にあたる教職員
の常識では計り知れない反応を示す学生もいます。全てを未然に防ぐことは不可能ですが、
ことあるごとに想像を豊かに働かせ、教職課程に関与する教職員と学生を守るために、危機
に対応する体制の整備を忘れてはなりません。 
 
 以上、最後まで本稿をお読みいただき、感謝申し上げます。過去 4年間の出来事を振り返る
ことで再度確認できたことも多々ありました。編集委員長の加藤淳一先生のご期待にどれだけ
応えることができたか心許ない点もありますが、少しでも何かのお役に立てたのであれば、こ
れ以上の喜びはありません。教職課程の更なる発展を祈念しています。 
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